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判所が全投票の一五％にあたる七〇万票近くを無効とする判断を下して、一転して現職側の勝利を発表したのである。この結果、二人の候補がともに勝利宣言をして譲らない状態に陥った。国際的な調停が難航する間に双方が武力行使に乗り出し、最大都市アビジャンでの戦闘へと発展していくことになった。最終的にこの事件は 国連とフランスの支援を受けた挑戦者側の軍隊が現職大統領を拘束し、挑戦者が正式の として就任することで二〇一一年四月にさしあたり決着した（筆者による解説記事は参考文献⑤を参照） 。　
私はこの事件を、敗北した現職
が制度的手続きを濫用し、結果受け入れを拒んだ事例と解釈しており、一九九〇年代から続くサハラ以南アフリカ諸国（以下、アフリカ）の民主化過程で生じている問
題だと位置づけていた。しかし、そのような説明に対して担当ディレクターは、 「どうも腑に落ちない、 それで 分かった気がしない」との難色を示し、次いで、国際的な報道で宗教や民族が対立の背景として言及されていることに触れ、そういった「社会的な背景」はないのかどうか尋ねてきた。　
このもっともな疑問に対して、
私はこう回答した。 「ご存じのとおり、コートジボワールはイスラーム教とキリスト教が二大宗教ですし、多民族国家である め、当然ながら民族間の対立関係や差別も存在します。ですが、現代対立は、基本的には大統領の座をめぐる二人の政治家の闘争であって、二つの宗教の信徒間の対立と呼ぶのは誇張です。対立する二人の候補者の支持基盤は、現職で南部、 挑戦者では北部にあるため
民族の分布状況に照らして、両者の支持基盤に特定の民族が多く見られることはたしかでしょう。しかし、だからといって、今回の対立の本質が民族対立だと断言するのもまた誤った単純化です」 。　
しかし、ディレクターはこの説
明にも納得せず、つぎのように漏らした。 「専門家が仰る な そうなのかもしれま ん 、民族や宗教の対立なくして、選挙の結果をめぐってこれほど対立するとは考えられません⁝」　
この発言には唸らされた。ここ























社会的構築物として捉える認識の普及と、植民地支配 もたらした歴史的影響の重視という、研究上の大きな流れを背景としている。一九六〇年代末からの研究の進展により、 民族は、 文化や血統 った要素によって他の民族と明確に区別される固定的な存在としてではなく、国家の諸制度や社会経済的環境などの背景のもとに、相互行為や動員を通して、動的に再編
されるものとして捉えられるようになった（これが民族に関する研究を積み重ねてきた人類学における共通理解になっていることは参考文献③⑨を参照） 。　
とりわけアフリカに関しては、
植民地支配以前には、活発な人口移動を通して、民族の動的再編がなされていたものが、植民地行政下において首長の任命や行政区画の設定 どを通して、民族的アイデンティティが「上から」付与され、統計や民族地図などの統治上の手段を通して固定化されたという事情もある（またこれ アフリカ以外 地域にも該当する現象であることは古典でもある参考文献⑫で示されている） 。　
このような研究潮流を踏まえて
確立されてきた、アフリカの政治対立や武力紛争における民族についての基本的なアプローチ 、一般向けの平明な表現 記 た津田の記述において 確に提示されている。 「 『○○民族と△△民族の対立』 （中略）などの議論や報道に出会ったときには、まず、その『民族』といわれているものが、いったいどういう歴史的背景でまのような形にな てきたのか『対立』の具体的な担 手は誰な








具体例を挙げよう。 「○○民族と△△民族の対立」というしばしば描かれがちな構図について、松田は、民族の境界を挟んでの闘争はたいがいの場合、両民族の一部のみが担い手となっていること 注意を促して る（図
1） 。民族の
名のもとにされ 政治化は たいていの場合、民族全体に対し 部分的なも にとどまるのである。また、政治的に動員された者たちだけに注目するとしても、被動員
者が特定民族によって排他的に構成されるわけとは限らないことを、武内はルワンダの事例を踏まえて指摘している（図
2、参考文















に） 、 もしくは、 語の含意の「外部」（異なる民族の者が何らかの利害に基づいて参加するケース）を考慮せずに使われる点に注意を促している。つまり、民族紛争という用語は、紛争の全体像を概念化するうえで、深刻な限界をもつのである。　
長年、南スーダンで紛争の民族
誌に取り組んできた栗本も、つぎのよう 明言している。 「あらゆる紛争は、その国の政治、経済、社会、文化的な要因と国際的な要因がからまりあった複合的性格を
有しており、民族的要因はそのひとつにすぎない。一見すると民族紛争のようにみえても、あるい紛争の当事者が民族紛争と規定する場合でも、この用語で紛争全体を形容するこ には慎重でなければならない」 （参考文献④） 。　
このように、武力紛争の実態を
理解するうえでは、民族の違いを決定的な切断面と見なさないことが、 研究上の基本的 見地となる。そして、これは同時に、民族を固定的な存在として具象化することが紛争への荷担になりかねない、という倫理的な認識にも支えられたものである。これは、右の栗本の引用にあった、 「紛争の当事者が民族紛争 規定する場合でも」という強調に 関係 こと ある。　
一九九四年のルワンダ大虐殺






を持ちうることをまざまざと示している。 「行為遂行的」とは、事実と異なるにもかかわらず、特定の実践的行為を導き出すような言説のことである。扇動者は、 「ツチの脅威」を煽り立てた えに、軍事組織や民兵を使っ ツチへの暴力行使に乗り出した。この恐怖の環境のもとで、 族の別を問わず共存していた隣人同士が殺しあいに誘導されていったのである。　
ある社会の成員を民族的に分類
すること、民族を集団的な主体と見なし、独自の利害を有する存在として描き出すこと、 らに政治対立や武力紛争を民族間 闘争として描き出すこと―これらの行いが、いかに学術研究の立場からものだとはいっても、対象社会における当事者の認識と行為に影響を及ぼしかねな というのが、ルワンダ大虐殺 経験によ 明らかになったことである。　
アフリカ以外の事例となるが、
ボスニア内戦における暴力をつぶ













パターンの再概念化がなされなければならない である」 （参考文献②） 。　
民族は、紛争という結果を一義
的に導く固定的な原因とはもはや見なしえない。民族は歴史的過程を通して動態的に再編される現象であり、武力紛争との関係も部分的なものである。そして、近年の紛争では、言説レベルでの問題として民族を捉える必要もある。つぎに必要なの このような相対化された現象として理解される民族が、紛争と暴力に深く関わるかたちで現れ続け いる なぜなのか、という問いである。　
この問いは、民族と紛争に関す
る研究 最前線に位置している。この問いに直接答える研究は、現在までにそれほど多く出ているわけではないが、今後の考察の手がかりを提供してくれる が、グローバリゼーションという今日的状況に照らして、紛争と暴力の問題を考えていこうとする試みである。この視点はいまや古典的 も言えるカルドーの研究（参考文献②）のほか、最近で アパドゥライ（参考文献①）によっても展開されている。グローバリゼ ションが生み出した格差や社会的疎外
が世界的に進行するという大状況のもとで、そこに還元されないいかなる具体的なプロセスを通して民族と結びついた暴力が噴出しているの を探る問題意識を、両者はともに示している。　
この問題意識を翻案すれば、今
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